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石油化学（以下石化）業界では、93 年末の三

菱化成・三菱油化の合併発表以降、各社の汎用

樹脂事業の分社化・統合、三井化学の誕生など

再編の動きが加速してきたが、欧米で進行して

いる再編の動きに比べ、遅れは否定できない。

業界再編を抜本的な収益改善につなげていく

ためには、これまで温存されてきた過剰設備を

大胆に削減していく必要がある。今後は、汎用

樹脂の大型設備への集約化を進める企業や、川

上のエチレン設備を大幅に削減する企業などに

分かれていくべきであろう（以下で取り上げる

石化製品については図表－１を参照）。

１.低収益体質の背景

  日本の石化産業を米国と比較すると、日本企業

の低収益性が明らかとなる。日本の総合化学７

社（注）と、日本企業に近い事業構造をもつダ

ウ・ケミカル社（以下ダウ）を比較すると、収

益はほぼ同様の循環変動を示していることがわ

かる。すなわち、直近の収益は 88 年度にピーク

をつけたあと低迷期に入り、再び 95 年度にピー

クをつけ、足下は下降局面にある（図表－２）。

しかし、米国と日本とでは、循環の振幅にか

なりの違いがある。米国のサイクルは、収益変

動の振幅が大きく、特に好況期における収益上

昇力が強い。対照的に日本企業は好況期といえ

ども上昇力は弱く、95 年度の収益は前回ピーク

の88年度に比べ、50％前後の水準にとどまった。
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図図図図表表表表－－－－１１１１　　　　石石石石化化化化ココココンンンンビビビビナナナナーーーートトトトのののの主主主主要要要要製製製製品品品品フフフフロロロローーーー

＜製造フロー＞ ＜プラント＞ ＜具体例＞
原料 ナフサ

分解留分 エチレン設備 オレフィン ベンゼン
　　　（エチレン、プロピレン）

化成品 合成設備 　　　　　スチレンモノマー

合成樹脂 樹脂設備 　　ポリエチレン ポリプロピレン ポリスチレン

(注）　具体例は本レポートで取り上げたものに限定している。
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図 表－ ２  日米総合化学企業の営業利益比較
(折線(右軸）＝売上高比、棒 (左軸）＝88年度を100とする水準）
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（資料）ｱﾆｭｱﾙ･ﾚﾎﾟｰﾄから作成。

日本 の大手7社平均

（年）

また、88年のピークから95年のピークにおけ

る売上高営業利益率の平均値は、ダウの 14.1％

に対して、日本の７社平均は 4.8％にとどまって

いる。

この低収益性の原因はどこからくるのであろう

か。それは製品需給逼迫局面での価格上昇力に、

かなりの差が生じているからである。ダウの石

化部門と石化専業に近い旧三井石油化学工業

（以下三井石化、現三井化学）を比較すると、95

年のピーク時、価格上昇率はダウが三井石化を

大幅に上回る一方、数量面では三井石化がダウ

より伸びている（図表－３）。これは、日本企

業の価格を犠牲にして数量確保に走っている姿

を反映している。三井石化において、営業利益

のピーク水準が 88 年度から 95 年度にかけて

53％切り下がった最大の要因は、数量増を上回る

大幅な製品値下がりであった（図表－４）。

数量（シェア）重視のプライシングの結果、日

本企業では価格あるいは売上高に占める原燃料

費の比率が相対的に高くなり、それが日米企業

の売上高営業利益率の大幅な格差につながった

（図表－５）。

図 表－ ３  日米石油化学企業の製品 価格 、数量指数推移（88年=100
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このような格差をもたらしている背景には、市

場構造の違いがあるとみられる。米国では抜本

的な事業再編により、国際需給変動を適正に反

映した伸縮的な価格決定方式が保持されている

が、日本では伸縮性に乏しい価格決定方式と

なっている。その背景を次に考えてみよう。

図 表－ ４ 三井石化の利益増減要因（ﾋﾟｰｸ水準間の累積値 ）

単位：億円

   FY88→95累積 （寄与度）

販売価格 差(A) -674 -203%

購入価格 差(B) 140 42%

交易条件(C)=(A)+(B) -534 -161%

数量差(D) 482 145%

固定費差等(E) -125 -38%

合計(C)+(D)+(E) -177 -53%

営業利益 332→155 -

（注）営業利益から技術料収支を除いて試算した。

（資料）ヒアリング等から作成。

       図 表－ ５ 日米企業のｺｽﾄ構造比較（95年度）
             単位：売上高比、％

住友化学 三井石化 ﾀﾞｳ･ｹﾐｶﾙ
原燃料費 61 54 35
人 件費 11 10 17
減価償却費 6 5 7
修繕費 3 3 4
その他 15 23 18
（うち物流費） 5 6 N.A.
営業利益 4 5 19
（資料）ｱﾆｭｱﾙ･ﾚﾎﾟｰﾄ等から作成。
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２. 従来の日本市場の特徴

   

（１）国際競争を免れた背景

これまでの日本市場の第一の特徴は国際競争に

さらされることがなかったということである。

それは次のような石化製品の性質に依存する。

すなわち石化製品は、ベンゼンやスチレンモノ

マーなど常温で液体の化成品を除けば、大半の

製品が価格の割に船運賃が高く、世界的規模の

取引を行いにくい特性がある。とくに、基礎石

化製品であるエチレンの輸送には特殊な冷凍船

を用いるため、船運賃が割高にかかる。このた

め、石化産業は消費地立地が基本であり、貿易

市場も船運賃を考慮して採算に合う範囲の近隣

地域で形成されていると考えられる。

アジア、米国、欧州は基本的には別個の貿易市

場であり、このため日本市場は韓国系企業の大

型参入があるまで、厳しい国際競争にさらされ

ることはなかったのである。

（２）競争制限的な色彩

また安定供給を重視する通産省の政策も、競争

制限的な色彩を市場にもたらした。このため、

構造不況時にも限界供給者が市場に温存される

結果となった。例えば、第二次石油危機後の構

造不況時には、特定産業構造改善臨時措置法（83

年施行）に基づいて、横並び的な設備処理が行

われ、競争原理による淘汰は起こらなかった。

（３）集約化が進みにくい構造

エチレンプラントは基本的なプロセス技術に

大きな進歩がないため、プラント間のコスト差

が小さい反面、エチレンの船運賃は割高である。

このため、石化産業の勃興期以来、全国に分

散・孤立した工業地帯の各々に、石化コンビ

ナートを形成してきた日本では、エチレン設備

の集約化が構造的に進みにくい面がある。

  因みに米国では、エチレン設備の大半が同一パ

イプライン網で連結されているため、パイプラ

インを通じた外販市場から容易にオレフィン

（エチレンやプロピレン）を調達することがで

き、大胆な設備再編を行いやすい。日本では、

パイプラインで連結される一地域のエチレン生

産能力の比率は、最大の千葉地区でも 33％、水

島地区で 13％、川崎地区で 12％であり、残りの

40％以上が孤立した単独立地となっている。

（４）エチレン優先の生産体系

エチレンの設備集約化を進めにくいことは、

汎用樹脂の過剰生産をもたらしやすい構造に

なっている。すなわち装置産業の特性から、各

社はコンビナートの心臓部である川上のエチレ

ン設備の稼働を維持しようとするが、これは結

果的に川下の汎用樹脂を過剰に生産してしまう

ことになる。実際、97 年まで３年連続でエチレ

ン生産が実質フル操業に近い高稼働率を維持し

た一方で、主力誘導品である汎用樹脂の在庫は

過去最高水準まで急増した（図表－６）。

図 表-6  エチレン稼働率とポ リオレフィン在庫月数の推移
（12ヵ月移動平均値 ）
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  94 年以降、相次いで設立された汎用樹脂の合

弁会社では、エチレン設備は親会社が旧来のま

ま所有する体制となっている。このため、エチ

レン稼働率に直結する樹脂設備の統廃合は、親

会社間の利害関係が絡んでなかなか進展しにく

い状況にある。

このような日本の市場構造にも、92 年以降、

韓国大手財閥による石化事業への本格的な参入

を契機に、変化の波が押し寄せている。

３.国際競争にさらされる日本市場

（１）国際価格への収斂

第一に挙げられる変化は低価格化の進行である。

例えば、レジ袋原料となる高密度ポリエチレン

の国内価格は、韓国品が本格的に出回りだした

92 年以降、急速に国際価格（韓国品の日本への

ユーザー納め込み価格）への調整が進行し、原

料ナフサコストに対して大幅な下落を続けてき

た（図表－７）。そして、96 年末には日本品は

国際価格へほぼ収斂した。しかし、97 年中の円

安による円建て国際価格の上昇には追随できず、

｢逆内外価格差｣が生じた。このように日本品価格

は国際価格に対して下方伸縮的、上方硬直的と

非対称的な動きになっている。この背景にある

のは過剰設備の存在であり、各社が価格よりも

量の確保に走らざるをえない体質をもっている。
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（注１）ｺｽﾄﾍﾞｰｽ理論価格 とは、89年第2四 半期の製品 価格 を妥当水準とみなし、その後は1四 半期前のﾅﾌｻ価格 変動に連動
        していくと想定した値 。
（注２）韓国品 ﾕｰｻﾞｰ納入価格 ＝CIF価格 ＋ 輸入諸経費（5円/kg）＋ 商社口銭（CIF×7%、96年以降6.5%）＋ 国内運賃（8円）
（資料）化学工業統計年報、日本貿易月表などから推定。

（円/kg）

高密度ポ リエチレン国産品 価格

ｺｽﾄﾍﾞｰｽ理論価格

韓国品 ﾕｰｻﾞｰ納入価格

図 表－ ７ ポ リエチレン国内価格 とﾅﾌｻｺｽﾄ、国際比価との関係

（２）残る過剰サービス体質

上に述べたように、92 年以降日本品価格は国

際価格に収斂したが、それまで国産品の高価格

の背景となっていたグレード（銘柄）やサービ

スの格差は解消されなかった。汎用樹脂の過剰

なグレード数や多頻度少量配送など日本的な過

剰サービスは温存されたままである。すなわち、

日本品の工場内外のコストを構造的に押し上げ

てきた独自サービスの部分を残したままで、価

格のみ国際化（低下）している。

  日本企業は、①日本独自の過剰サービスを抜本

的に見直してコスト面でも国際競争の仲間入り

を果たし、②それでも必要なサービスについて

は確実に価格転嫁していく、といった戦略の見

直しが必要である。

（３）近づく欧米大手の本格参入

 米エクソン、同モービル、独ＢＡＳＦ、ダウ

など欧米の大手石化企業による大型の一貫コン

ビナート計画がシンガポールや中国で完成する

2000 年以降には、アジアおよび日本市場の低価

格化傾向はさらに加速するであろう。

 日本の大半のエチレン設備の年産規模が１基

40～50 万トンに対して、立ち上がってくる欧米

系企業の設備は同 60～80 万トンに及ぶ。特にシ

ンガポールにおいて、エクソン、モービルの新

設計画が完成すると、住友化学と英蘭シェルの

合弁の既設分と合わせて、エチレン設備は年産

260 万トン前後に達し、米国型の競争力の強い大

型石化基地が登場することになる。 規模のメ

リットにより、アジアのオレフィン市場のプラ

イスリーダーとしての地位を確立し、ひいては

汎用樹脂市場にも大きな影響力を及ぼしていく

ことになろう。

 日本市場は、これまで基本的に欧米市場と分

断されてきた。しかし日本企業は今後、アジア
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を主戦場として欧米大手と本格的に直接競争す

る時代に入ると言えよう。

このように外からの圧力が高まって低価格化が

さらに加速すると予想されるため、国内では過

剰設備の存在が許されなくなってきている。

４.許されない過剰設備の温存

（１） 遅れる過剰設備の解消

主要石化製品の内需と生産能力のバランスをみ

ると、97 年の生産能力は内需を 20～30％も上回

るに至っている（図表－８）。これは、88～89

年の業績好調時に各社横並びで意思決定された

増産投資が 92 年以降立ち上がるなか、需要が鈍

化したためであるが、それに対して大きな設備

削減は未だ行われていない（図表－９）。

図 表－ ８  主要石化製品 の内需と生産能力のﾊﾞﾗﾝ
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（資料）通産省資料、石油化学関係統計から作成。
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図 表－ ９  主要石化製品 の生産能力推移と内需伸び率
(90～97年）
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内需伸び率   0.8%                1.5%                 3.4%              -0.5%

    （注）内需伸び率は90～97年の年率ﾍﾞｰｽ。
    （資料）通産省資料、石油化学関係統計から作成。

  業界再編の現状は合併や合弁事業化により、参

入企業数は集約されたものの、プラント能力そ

のものは削減されなかったため、依然過剰設備

を温存した状態にあるとみられる。

（２）必要な生産能力の大規模化

過剰設備の存在と並んで重要な問題は、１社当

たりの生産規模が欧米企業をかなり下回るとい

うことである。

既に述べたように、汎用樹脂の国内価格は、ア

ジアからの輸入品を介して決定される構造に

なっている。この日本市場へ参入可能なアジア

企業を加えて、国内メーカーにとっての｢修正競

争条件指標｣をポリプロピレン（ＰＰ）を例に

とって算出すると、国内メーカーのみの数値に

比べ、生産集中度（上位３社累計シェア）は大

幅に低下し、１社当たり平均規模も低下する

（図表－10）。欧米市場との比較では、事業平均

規模に加え、生産集中度が相当下回っている。

ＰＰの国内市場はプレーヤー数が 14 社から 7

社へ半減し、再編が最も進んだ製品と言われる

が、生産能力別企業分布を見ると、上位グルー

プの規模が欧米に比べ依然小さい（図表－10）。

図表－10 ポリプロピレンの生産能力別分布と競争条件の国際比較

   日本 アジア    米国    西欧
     （千ﾄﾝ/年）   （社）   （社）   （社）   （社）
    800～ 0 0 1 3
    700～800 1 1 1 1
    600～700 1 1 0 0
    500～600 0 0 2 0
    400～500 0 0 1 0
    300～400 3 9 5 4
    200～300 1 9 2 1
    100～200 1 5 0 3
      0～100 0 2 1 1
総能力（千ﾄﾝ/年） 2,916 7,471 5,668 7,362
企業数（社） 7 27 13 13
平均能力（千ﾄﾝ/年） 417 277 436 566
最大能力（千ﾄﾝ/年） 738 738 1,018 1,540
上位3社累計ｼｪｱ（％） 60.8 23.7 41.8 57.6
(注1）97年末の生産能力（ただし西欧のみ98年見通し）を用いて試算。

(注2）ｱｼﾞｱは日本、韓国、台湾、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾀｲ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱを集計。

(資料)通産省資料、化学経済等から作成。

（３）欧州にみる大型再編の例

いち早く大型提携に着手した欧米では、国境を

越えた再編により、2 番手グループ以下を圧倒的
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に引き離すトップグループ（２社前後）が形成

され、参入企業数も整理淘汰されている。例え

ば、欧州のＰＰ市場でのトップグループは、95

年に世界最大手の伊モンテジソンとシェルの合

弁でスタートしたモンテル（現在はシェルの完

全子会社）と、英ＩＣＩのＰＰ事業を 94 年に買

収したＢＡＳＦと独ヘキストの合弁で 97 年にス

タートしたタルゴアである(図表－11)。

図 表-11  欧州のﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ生産能力ﾗﾝｷﾝｸﾞ（98年）
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（資料）化学経済から作成

５.高収益を目指しての設備再編

（１）樹脂設備の大型ライン化

  合弁事業化や合併による樹脂事業の統合を業界

再編の第一段階ととらえるならば、第二段階で

は、樹脂設備のうち、スポット販売で稼働を維

持しているラインや老朽化したラインを休止し、

得意とするグレードを生産するラインへ集約す

ることが課題となる。グレード数を抜本的に削

減すれば、高効率の大型系列への更新投資・集

中生産が可能となり汎用品のコスト競争力が大

幅に強化できる。住友化学によるＰＰの気相法

大型系列への更新投資（97 年末完成）はそのよ

うな動きを先取りした戦略と評価できよう。

（２）フルライン戦略からの脱却

エチレン設備の稼働率維持を優先する業界特

性を考えると、汎用樹脂の設備再編を進めるた

めには、結局、原料オレフィンの参入企業数お

よび過剰設備の削減が必要であろう。結果とし

ては、誘導品の技術力・販売力、会社全体の財

務体力などの企業間格差を反映して、エチレン

設備の大幅削減や撤退を行い、誘導品に特化す

る企業と、エチレン設備を維持していく企業に

分かれていくべきであろう。

97 年のエチレン稼働率をみると、業界平均

99％に対して、個別企業（プラント）では 90％

から 104％まで格差が生じている。昭和電工、三

菱化学、出光石油化学が業界平均以下の稼働率

を強いられたのは、80 年代後半以降、誘導品プ

ラントに見合う以上にエチレンの設備増強を

行ったからである（図表－12）。

図 表-12  エチレンプラントの稼働率（97年実績）

80

85

90

95

100

105

日
石
化
学

住
友
化
学

三
井
化
学

旭
化
成

京
葉

ｴ
ﾁ
ﾚ
ﾝ

東

ソ
ー

丸
善
石
化

東
燃
化
学

平
均
出
光
石
化

三
菱
化
学

昭
和
電
工

(%)

（資料）石油化学新報から作成。

  また、石化コンビナートでは、採算のよい誘導

品にオレフィンを自家消費するのが最も効率的

である。低採算の誘導品によってエチレンのフ

ル稼働を支えている場合は構造的に問題とみな

され、陶汰されていくだろう。

（３）コンビナート再編は地域縁が基本に

設備を中心とした再編を進めるとなると、同一

コンビナートにおける企業間の調整が必要とな

るだろう。エチレン設備の集約化を伴う戦略提

携は、オレフィンの船運賃が割高であることか

ら、同じ地域に工場立地する企業同士の｢地域縁｣

がベースにならざるをえない。

  たとえば、三井化学、丸善石油化学、住友化学、
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出光石油化学が立地する千葉地区では、パイプ

ラインで連結されたエチレン設備が年産250万ト

ン（全国シェア 33％）まで集積されている。そ

の意味では、米国型の石化基地への再編を行い

うるポテンシャルを十分に有する。

（４）共通の尺度による事業評価が不可欠

このような企業間の調整によって業界再編を進

める場合、各社の中期的な事業の競争力分析、

共通の尺度による事業評価が必要である。

図表－１３　立地別企業別エチレン生産能力(97年末）

立地 会社名 生産能力 シェア
(千ﾄﾝ/年) (%)

千葉 京葉エチレン 619 8.2
三井化学 583 7.7
丸善石油化学 503 6.7
住友化学 398 5.3
出光石油化学 394 5.2
小計 2,495 33.2

水島 旭化成 474 6.3
三菱化学 473 6.3
小計 947 12.6

川崎 東燃化学 484 6.4
日本石油化学 413 5.5
小計 897 11.9

鹿島 三菱化学 865 11.5
大分 昭和電工 738 9.8
四日市 東ソー 425 5.7
〃 三菱化学 289 3.8
徳山 出光石油化学 474 6.3
泉北 大阪石油化学 391 5.2
総合計 7,518 100.0

(注)１．生産能力は定期修理実施年と同スキップ年の平均値。
　　２．小計はパイプラインで連結される地区のみ示した。
　　３．京葉エチレンは丸善石化55％、住友化学22.5％、三井化学
　　　　22.5％のＪＶ。
(資料)　通産省資料、石油化学新報から作成。

しかし現状は、部門別貸借対照表をベースに、

資本効率を重視した部門別業績評価制度を構築

しつつあるのは一部の企業にすぎない。大半の

企業では単年度損益管理に留まっているため、

共通の尺度による事業評価を行える状況にある

とは思えない。

このような状況で、財務管理面で先行した一部

の企業だけが、足下の部門収益率の低さのみを

判断材料として、縮小均衡や撤退を決断するよ

うなことは避けるべきであり、中期的な事業展

望を踏まえた戦略立案が求められるところであ

る。

（注）日本の総合化学７社とは、旭化成、昭和電工、住友化学、三菱

化学、東ソー、三井化学、宇部興産を指す。
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